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第２期県立特別支援学校教育環境整備計画（改定） 

Ⅰ はじめに 

 

宮城県教育委員会では，平成 22 年２月に「県立特別支援学校教育環境整備計画」（以

下「整備計画」という。）を，平成 30 年３月には「第２期整備計画」を策定し，県立特

別支援学校の教育環境の整備を進めてきたが，本県の県立特別支援学校に就学する児童生

徒数は増加が続いており，とりわけ仙台圏域における知的障害特別支援学校では，狭 隘
きょうあい

化の解消に至っていない状況にある。 

一方，国においては，平成 26 年１月，共生社会の形成に向けた「インクルーシブ教育

システム」（注１）の理念が示された「障害者の権利に関する条約」（注２）を批准する

とともに，関連する国内法等の整備を進め，「障害を理由とする差別の解消の推進に関す

る法律」が施行されるなど，障害者を取り巻く環境は大きく変化しようとしており，特別

支援教育の一層の充実が求められている。 

こうした国内外の動向から，本県においては，平成 27 年に今後 10 年間を計画期間とし

た「宮城県特別支援教育将来構想」（以下，「将来構想」という。）を策定し，「障害の

有無によらず，全ての児童生徒の心豊かな生活と共生社会の実現を目指し，柔軟で連続性

のある多様な学びの場の中で，一人一人の様々な教育的ニーズに応じた適切な教育を展開

する。」との基本的な考え方のもと，特別支援教育を推進しているところである。 

この「将来構想」では，喫緊の課題の一つとして，県立知的障害特別支援学校の狭隘化

を取り上げ，仙台圏域における特別支援学校の新設，分校等の設置及び高等学園（注３）

の新設や収容定員の拡大に向け検討するとしているほか，多様な教育的ニーズへの的確な

対応や，特別支援学校のセンター的機能の充実，強化に向けて取り組むとしている。 

この「将来構想」を策定後，令和２年には，国から，児童生徒１人１台端末と高速大容

量の通信ネットワークを一体的に整備することを柱とする「ＧＩＧＡスクール構想」が打

ち出され，また令和３年には，特別支援学校を設置するために必要な最低限の基準である

「特別支援学校設置基準」や医療的ケア児の健やかな成長とその家族の離職の防止等を柱

とする「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」が公布されるなど，ここ

数年だけでも，特別支援教育を取り巻く環境は，大きく変化している。 

このような，国や社会の動向を踏まえ，特別支援教育の一層の充実に期待する幼児・児

童生徒や保護者等のニーズに応えるため，「将来構想」で示した令和６年度までの「第２

期整備計画」を見直し，改めて具体的な取組を示すものである。 

 

(注１) インクルーシブ教育システム 人間の多様性の尊重等の強化，障害者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限

度まで発達させ，自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的の下，障害のある者と障害のない者が共に学

ぶ仕組み 

(注２) 障害者の権利に関する条約 障害者の人権及び基本的自由の享有を確保し，障害者の固有の尊厳の尊重を促進する

ことを目的として，障害者の権利の実現のための措置等について定める条約 

(注３) 高等学園 特別支援学校の一つで，軽い知的障害があり，中学校，中等教育学校中学部及び特別支援学校中学部を

卒業した者を対象に，将来の職業的自立を目指し，職業教育に重点を置いた教育を行う。宮城県では高等学園という名称

で設置している。 
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Ⅱ 県立特別支援学校の現状と課題 

１ 狭隘化の現状と課題 

⑴ 児童生徒数の推移 

我が国では，1980 年代から子どもの数が減少し始め，令和３年の年少人口（15 歳未満

人口）は，1,478 万人と，昭和 23 年に学校基本調査が開始されて以来過去最低となった。 

こうした中，全国の特別支援学校の児童生徒数は，令和３年度は平成 23 年度の約 1.2 

倍となっており，本県の特別支援学校の児童生徒数（小学部・中学部・高等部本科）の

推移を見ても，ここ 10 年間で約 1.10 倍となっている。その中でも，知的障害特別支援

学校における児童生徒数は，ここ 10 年間で 1.13 倍に増加している。 

また，小・中学校の知的障害特別支援学級の児童生徒数も急激に増加しており，ここ

10 年間で 1.62 倍となっている（図１）。本県においては，中学校の特別支援学級を卒業

した生徒の大多数が，特別支援学校の高等部又は高等学園に進学しており，このことが，

特別支援学校の狭隘化を進行させた一因と分析している。 

なお，令和３年度では，知的障害特別支援学校の中学部・中学校の特別支援学級の生

徒数が，高等部・高等学園の生徒数を 301 人，仙台圏域だけを見ても 247 人上回ってお

り，今後も高等部・高等学園に入学する生徒数を注視していく必要がある。（表１） 

 

 

図１ 本県の特別支援学校及び特別支援学級の児童生徒数の推移 

 

出所：県教育委員会調べ（Ｒ４．５） 

（注）数値は，各年度５月１日時点の在籍者数 
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表１ 特別支援学校及び特別支援学級における知的障害児童生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：県教育委員会調べ（Ｒ４．５）
 

 

 

⑵ 仙台圏域における知的障害特別支援学校の児童生徒数の見通し
 

仙台圏域の知的障害特別支援学校の児童生徒数は，今後 10 年間は増加を続け，令和 12

～14 年度にピークを迎え，令和３年度よりも 460 人程度増加する見通しとなっている。

学部別では，小学部が令和７年度，中学部が令和 11 年度，高等部が令和 14 年度にそれ

ぞれピークを迎え，以降緩やかに減少する見通しとなっている。（図２） 

また，仙台圏域以外については，令和 13 年度までは緩やかに増加し，以降，緩やかに

減少する見通しとなっている。（図３） 

 

図２ 仙台圏域における知的障害特別支援学校の児童生徒数（学部別）
 

 
出所：県教育委員会調べ（Ｒ４．５）※Ｒ４は実績，Ｒ５以降は推計 

（注）高等部には，高等学園の生徒数を含む。 

  

（人） 
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図３ 仙台圏域以外の知的障害特別支援学校の児童生徒数（学部別） 

 
出所：県教育委員会調べ（Ｒ４．５）※Ｒ４は実績，Ｒ５以降は推計 

（注）高等部には，高等学園の生徒数を含む。
 

 

⑶ 軽い知的障害のある生徒の後期中等教育の場の現状 

近年，増加している軽い知的障害のある生徒の後期中等教育の場として，本県では，

昭和 63 年度に小牛田高等学園を設置・開校させ，以降令和３年度までに３校１分教室を

整備してきたところである。 

また，令和３年度には私立の高等学園が１校開校した。これらの状況から，近年では

不合格者が多く生じる状況は緩和されてきており，令和４年度には，県立高等学園の募

集定員に対して，出願者数が下回る状況となった。（表２・表３） 

さらに，近年では，特別支援学級から，高等学校や専修学校等に進学する生徒が増加

傾向にあり，進路選択の傾向に変化が見られる。（図４） 

今後も中学校特別支援学級の在籍者数は増加する見通しであり，軽い知的障害のある

生徒の受け皿となる高等学園をはじめ，多様な学びの場の整備について，入学者数等の

推移を注視しながら対応していく必要がある。 

  

（人）
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表２ 高等学園の整備状況 

学校名 定員（１～３学年合計） 備考 

小牛田高等学園 ７２人 昭和６３年度開校 

岩沼高等学園 １２０人 平成１３年度開校 

岩沼高等学園川崎キャンパス ２４人 平成２８年度開校 

女川高等学園 ７２人 平成２８年度開校 

出所：県教育委員会調べ（Ｒ４．５） 

参考（私立） 

学校名 定員（１～３学年合計） 備考 

支援学校仙台みらい高等学園 ７２人 令和３年度開校 

出所：県教育委員会調べ（Ｒ４．５） 

 

表３ 高等学園の入学出願者数の推移 

                                                （単位：人） 

年 度 募集定員数 出願者数 入学者数 不合格者数 備  考 

Ｈ２５ ５６ １０６ ６５ ４１ 定員：小牛田（１６） 岩沼（４０） 

Ｈ２６ ６４ １１２ ６８ ４４ 定員：小牛田（１６） 岩沼（４８） 

Ｈ２７ ６４ 
８７ ６４ ２３ 

定員：小牛田（２４） 岩沼（４０） 
４ ４ ０ 

Ｈ２８ ９６ 
９８ ９０ ８ 定員：小牛田（２４） 岩沼（４０） 

      女川（２４）   川崎（８） ２ ２ ０ 

Ｈ２９ ８８ 
１４９ ８９ ６０ 定員：小牛田（１６） 岩沼（４０） 

      女川（２４）   川崎（８） １２ ４ ８ 

Ｈ３０ ９６ 
１２６ １００ ２６ 定員：小牛田（２４） 岩沼（４０） 

      女川（２４）   川崎（８） ０ ０ ０ 

Ｈ３１ ９６ 
１１１ ９４ １７ 定員：小牛田（２４） 岩沼（４０） 

      女川（２４）   川崎（８） ３ ２ １ 

Ｒ２ ９６ 
１２２ ９１ ３１ 定員：小牛田（２４） 岩沼（４０） 

      女川（２４）   川崎（８） １１ ７ ４ 

Ｒ３ ９６ 
１１０ ９６ １４ 定員：小牛田（２４） 岩沼（４０） 

      女川（２４）   川崎（８） ０ ０ ０ 

Ｒ４ ９６ 
８９ ８３ ６ 定員：小牛田（２４） 岩沼（４０） 

      女川（２４）   川崎（８） １ ０ １ 

    出所：県教育委員会調べ（Ｒ４．５） 

    （注）下段は第二次募集の結果 
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図４ 県内中学校特別支援学級卒業後の進路 

 

出所：県教育委員会調べ（Ｒ４．４） 

（注） 特別支援学校には，高等学園の生徒数を含む。
 

 

⑷ 特別支援学校設置基準と教室不足への対応等 

ア 特別支援学校設置基準と教室不足の課題 

国は，在籍者数の増加により慢性的な教室不足が続いている特別支援学校の教育環

境を改善する観点から，令和３年９月 24 日に，特別支援学校を設置するために必要な

最低限の基準となる「特別支援学校設置基準」を公布した。基準の中で，既存施設に

ついては当分の間，設置基準によらないことができることとされたが，「特別支援学

校設置基準の公布等について（通知）」（３文科初第 1076 号）において，可能な限り

速やかに対応するよう努めることとされた。 

この設置基準による校舎等の必要面積は，児童生徒数を基に算出されるが，令和４

年度の児童生徒数を基に試算した結果，県立特別支援学校 26 校中，校舎については９

校，運動場については 13 校において基準を下回った。（表４） 

また，令和３年 10 月に文部科学省において実施した教室不足調査では，本県におい

て今後整備が必要な教室数として 59 教室を計上している。（表５） 

 

  

（人） 
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表４ 既存校の校舎及び運動場面積と設置基準必要面積の試算（R4.5.1 現在） 

 

 
  

学校名 幼・校舎 小中・校舎 高・校舎
①

校舎計

②

運動場
幼・校舎 小中・校舎 高専・校舎

③

校舎計

④

運動場

③/①

校舎

④/②

運動場

視覚 190 1,230 564 1,984 3,600 4,642 3,676 234% 102%

聴覚 314 1,238 580 2,132 3,600 415 4,776 3,953 9,144 7,492 429% 208%

聴覚小牛田 170 950 0 1,120 2,400 106 1,634 0 1,740 0 155% 0%

光明 0 5,438 3,942 9,380 3,600 0 5,213 4,935 10,148 5,728 108% 159%

船岡 0 2,530 2,072 4,602 3,600 0 3,779 3,906 7,685 2,628 167% 73%

拓桃（肢体）

拓桃（病弱）

西多賀（病弱）

西多賀（知的）

山元（病弱）

山元（知的）

金成 0 1,286 622 1,908 3,600 0 3,213 404 3,617 4,288 190% 119%

角田 0 2,204 1,568 3,772 3,600 0 3,009 404 3,413 7,500 90% 208%

角田白石校 0 1,070 0 1,070 3,600 0 338 0 338 0 32% 0%

石巻 0 3,068 1,788 4,856 3,600 0 3,859 2,599 6,458 10,627 133% 295%

気仙沼 0 1,367 688 2,055 3,600 0 2,026 1,306 3,332 2,054 162% 57%

古川 0 4,112 2,162 6,274 3,600 0 2,111 2,211 4,322 657 69% 18%

名取 0 4,197 2,008 6,205 3,600 0 3,533 1,798 5,331 1,778 86% 49%

名取名取が丘 0 1,313 0 1,313 2,400 0 1,143 0 1,143 0 87% 0%

小牛田 0 0 2,220 2,220 3,600 0 3,373 3,373 7,722 152% 215%

利府 0 4,010 2,624 6,634 3,600 0 3,015 2,483 5,498 1,938 83% 54%

利府富谷 0 1,907 0 1,907 2,400 0 1,645 0 1,645 0 86% 0%

利府塩釜 0 1,367 0 1,367 2,400 0 1,023 0 1,023 0 75% 0%

迫 0 1,961 798 2,759 3,600 0 2,406 1,486 3,892 4,740 141% 132%

岩沼

岩沼川崎

小松島 0 4,605 2,932 7,537 3,600 0 3,208 1,745 4,953 3,885 66% 108%

小松島松陵 0 1,583 0 1,583 3,600 0 3,722 0 3,722 1,094 235% 30%

女川 0 0 2,160 2,160 3,600 4,409 4,409 23,329 204% 648%

（参考）仙台南部 3,806 5,720 9,526 3,600 10,523 5,112 110% 142%

  ◎ 現有面積が設置基準（案）の必要面積を下回っている学校

    ・ 校舎 ９校／２６校中

角田白石校：３２％ ， 小松島：６６％ ， 古川：６９％ ， 利府塩釜校：７５％ ，

利府：８３％ ， 名取：８６％ ， 利府富谷校：８６％ ， 名取名取が丘校：８７％ ， 角田：９０％

    ・ 運動場 １３校／２６校中

拓桃：１７％ ， 西多賀：１７％ ， 古川：１８％ ， 小松島松陵校：３０％ ，

名取：４９％ ，利府：５４％ ， 気仙沼：５７％ ， 船岡：７３％

聴覚小牛田校，角田白石校，名取名取が丘校，利府富谷校，利府塩釜校の分校５校は０％

4,739 594 274% 17%1,732 3,600 4,739

3,825 3,825

設置基準（案）による必要面積

1,493 805 2,2980 3,600

現有面積

594

0 1,732 0

19,2423,360 3,360 3,600

0 1,111 720 1,831 3,600 3,959 452

535%5,491 5,491 163%

166%

4,411 241%4,701

充足率

17%

131%

改築工事中
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表５ 知的障害特別支援学校の教室不足数（令和３年度） 

（単位：室） 

知的障害 

特別支援学校 

不足教室 
合 計 

小学部 中学部 高等部 特別教室 

光明支援学校 １ ３ ７ ８ 

５９ 

角田支援学校 １  ４ ２ 

気仙沼支援学校    １ 

古川支援学校 ４ １  ４ 

名取支援学校 １ １  ４ 

利府支援学校 １ １ １ ２ 

利府支援学校富谷校 ２   １ 

小松島支援学校  ２ ２ ５ 

出所：県教育委員会調べ（Ｒ３．１０） 

 

イ 教室不足に伴う学習指導上の課題 

特別支援学校では，児童生徒一人一人の障害の状況や，それを踏まえた教育的ニー

ズに応じて，グループ編成を変えることで教育効果の向上を図っているが，教室不足

や狭い環境下では，効果的な学習を提供することが困難となっている。 

また，音楽室や図書室，作業学習室等を普通教室に転用したことにより，学習内容

に合わせた活動が制限される学校が生じている。 

 

ウ 教室不足に伴う児童生徒の安全管理上の課題 

自閉症の児童生徒は，密集状況によるストレスから情緒的に不安定な状態になりや

すく，情緒不安定になった時には，他の児童生徒から離れ，情緒を落ち着かせるため

の部屋が必要である。こうした部屋を普通教室に転用したことに伴い，個別対応が困

難になっている。 

また，医療的ケアの必要な児童生徒は年々増加しており，定員を超過している教室

では，児童生徒同士の接触等による事故が起きないよう，細心の注意を払いながら教

育活動を行っている。 

さらに，特別教室を普通教室に転用している教室の中では，採光，換気，室温等の

管理に，きめ細かく配慮しながら教育活動を行っている。 

 

エ その他の課題 
児童生徒数の増加により，給食提供可能数を上回り，給食指導を行う教員を含め一

部の教員への給食供給ができない学校がある。また，児童生徒の多様化する食形態や

アレルギーへの対応等，給食の安全・安心な提供が求められている。 
その他，教育相談やＰＴＡ活動のための相談室や会議室等の確保が難しく，臨機応

変な対応が求められている。 
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⑸ これまでの狭隘化対策 

本県では，狭隘化対策として，平成 23 年度から令和３年度までに，特別支援学校や高

等学園を新設したほか，仮設プレハブ校舎の整備，分校の設置等により 102 教室，対象

学区を全県とする高等学園を含めると，114 教室を整備したところである。 

また，そのほか，使用頻度の低い会議室や作業室等を教室に一時転用するなどして，

児童生徒の増加に対応してきたところである。（表６） 

 

表６ 知的障害特別支援学校（高等学園の整備を含む）の狭隘化対策  

年度 対 策 内 容 

Ｈ２３ 

①利府支援学校富谷校開校 
富谷町立富ケ丘小学校の一部に，小学部

９教室を整備 

②利府支援学校プレハブ校舎設置 中学部４教室を整備 

③名取支援学校プレハブ校舎設置 中学部４教室を整備 

Ｈ２６ 

④小松島支援学校開校 
小学部・中学部・高等部，計４５教室を 

整備 

⑤光明支援学校小学部棟増設 
旧特別支援教育研修センターを改修し，

１３教室を整備 

Ｈ２８ 

⑥女川高等学園開校 高等部９教室を整備 

⑦岩沼高等学園川崎キャンパス開校 
柴田農林高等学校川崎校の一部に，３教

室を整備 

Ｈ２９ ⑧利府支援学校塩釜校開校 
塩竈市立第二小学校の一部に，小学部５

教室を整備 

Ｈ３０ 

⑨小松島支援学校松陵校開校 
旧仙台市立松陵小学校の敷地及び建物を

借用，小・中学部１３教室を整備 

⑩西多賀支援学校知的教室設置 重度重複学級１学級を整備 

Ｈ３１ ⑪名取支援学校名取が丘校開校 
名取市立不二が丘小学校の一部に，小学

部５教室を整備 

Ｈ３１ ⑫古川支援学校仮設校舎増改築 高等部４教室を整備 

Ｒ３ 
⑬学校法人三幸学園支援学校仙台み

らい高等学園（私立）新設への助成 

旧宮城県教育研修センター跡地の利活用

による私立高等学園の誘致 

Ｒ３ ⑭小牛田高等学園仮設校舎設置 高等部実習棟２室を整備 
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高等学園の新設    高等学園産業技術科の実習室  高等学校の余裕教室を活用 

（女川高等学園）   整備 （流通サービスコース）   した分教室の設置 

（女川高等学園）     （岩沼高等学園川崎キャンパス） 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校の余裕教室を活用した  旧仙台市立小学校を活用した  小学校の余裕教室を活用し 

分校の設置          分校の設置         た分校の設置 

（利府支援学校塩釜校）    （小松島支援学校松陵校）  （名取支援学校名取が丘校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

仮設校舎の増改築     私立高等学園新設への助成     仮設校舎の設置 

（古川支援学校）       （仙台みらい高等学園）   （小牛田高等学園実習棟） 

 

 

２ 障害の多様化 

⑴ 小・中学校特別支援学級（知的障害及び自閉症・情緒障害）に在籍する児童生徒の増加 

県内小・中学校の特別支援学級（知的障害及び自閉症・情緒障害学級）に在籍する児

童生徒数は増加を続け，令和４年度には合わせて 3,954 人となっている。（図５） 

その多くが中学校を卒業後に進学する傾向にあることから，自閉症・情緒障害を含む

多様な障害に応じた指導の充実を図るため，特別支援学校や高校における指導内容や方

法の工夫・改善が必要である。 
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図５ 小・中学校特別支援学級（知的障害及び自閉症・情緒障害学級）に在籍する児童生徒数  

 
出所：県教育委員会調べ（Ｒ４．５） 

 

⑵ 医療的ケア対象児童生徒の増加等 

県立の特別支援学校に在籍する医療的ケア対象児童生徒は，令和４年度には 125 人と

なり，平成 24 年度からの 10 年間で約２倍に増加している。（図６） 

令和３年９月に「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」が施行され，

また，特別支援学校で学ぶ医療的ケア対象児童生徒は今後も増加することが予想される

ことから，保護者の負担軽減のほか，医療的ケア対象児童生徒の健康の維持・増進及び

安全な学習環境の整備を，一層充実させていく必要がある。 

 

図６ 県立特別支援学校の医療的ケア対象児童生徒数 

 

出所：県教育委員会調べ（Ｒ４．５） 

 

３ 地域における特別支援学校のセンター的機能の強化 

県立特別支援学校における訪問相談件数については，令和２年度に新型コロナウイル

ス感染症拡大の影響により一時減少したものの，増加傾向にある。 

一方，来校・電話相談件数については，増加傾向が継続しており，特に令和３年度に

は前年度と比較し約 800 件増えた。これらを含めた全体の相談件数も近年 5,000 件を超

えている状況であり（表７），引き続き特別支援学校のセンター的機能の強化が図られ

るよう整備を進める必要がある。 
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表７ 県立特別支援学校の相談件数（平成２８年度～令和３年度） 

 
来校・電話相談件数 

（幼，小・中・高・保護者等） 

訪問相談件数 

（研修会講師含む） 
計 

平成２８年度 ３，７０４件 １，３２１件 ５，０２５件 

平成２９年度 ４，５３０件 １，６０４件 ６，１３４件 

平成３０年度 ４，３３５件 １，６８３件 ６，０１８件 

令和元年度 ４，１７５件 １，５７６件 ５，７５１件 

令和２年度 ４，４３２件 ９４１件 ５，３７３件 

令和３年度 ５，２６４件 １，２１６件 ６，４８０件 

出所：県教育委員会調べ（Ｒ４．５） 

 

４ 校舎等の老朽化対策等
 

学校施設・設備の整備は，教育環境の充実という観点から重要であり，今後，各学校

における教育活動に支障が生じないよう，経年により老朽化し，構造耐力が低下してい

る既存の校舎や屋内運動場の改築，長寿命化改修等について，計画的な整備を推進して

いかなければならない。 

具体的には，視覚支援学校は，昭和 43～46 年に現在の校舎が整備され，建築後約 50

年が経過し，校舎の老朽化が進んでいたことから，校舎，寄宿舎，屋内運動場等の改築

に着手したところである。 

このほか，聴覚支援学校は，昭和 46～53 年に，船岡支援学校は，昭和 45～54 年に現

在の校舎等が整備され，経年による老朽化が進んでおり，老朽化した特別支援学校の改

築や長寿命化改修等について，狭隘化の現状を勘案しながら順次進め，教育活動の充実

に配慮した整備を進めていく必要がある。 

 

 

５ ＩＣＴ教育の推進 

県立特別支援学校小学部・中学部においては，「ＧＩＧＡスクール構想」による児童生

徒１人１台端末の整備，高等部等においては，ＢＹＯＤによる１人１台端末の導入を進め

てきたことから，タブレット等の情報端末の使用場面は学校生活の中で広まりつつある。

また，令和元年度から４年間「特別支援教育プログラミング教育推進事業」を実施し，特

別支援学校の授業においても，児童生徒の実態に応じて，タブレット等を含めたＩＣＴを

活用した指導実践事例を積み重ねてきた。 

しかし，特別支援学校に在籍する全ての児童生徒に対して，個々に応じたＩＣＴを活用

した学習場面を設定することは難しく，学習機会が十分に提供されるには至っていない。 

今後は，学習機会を確保するために，同時双方向型遠隔授業に取り組ませたり，情報端

末を活用した家庭学習等に取り組ませたりするなど，ＩＣＴ環境の整備とその活用を一層

充実させる必要がある。  
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Ⅲ 整備方針の見直しの視点 

本県における知的障害特別支援学校における児童生徒数は，増加傾向にあるものの，「第２

期整備計画」策定時の見込みからは下回る水準で推移している。 

「第２期整備計画」策定時の推計では，令和４年度の県内の知的障害特別支援学校の在籍者

数は，小学部・中学部・高等部合わせて 2,479 人を見込んでいたが，実績ではこれを下回る 2,374

人と推計よりも 105 人少なかった。しかし，学部別に推計と実績の差を比較すると，実績は，

中学部では 80 人，高等部では 244 人少なくなっている一方で，小学部では 219 人多くなって

いる。つまり，平成 29 年度以降に特別支援学校の小学部へ就学した児童が，高等部を卒業する

まで在籍すると仮定した場合，これまでのように小・中学校の特別支援学級から特別支援学校

の中学部や高等部へ進学する生徒が横ばい又はわずかに減ったとしても，児童生徒数の総数

は，今後も増加する可能性がある。 

（図８） 

さらに，増加が続いている小・中学校の特別支援学級（知的障害及び自閉症・情緒障害学級）

で学ぶ児童生徒や医療的ケア対象児童生徒等，多様な障害を有する児童生徒への学習環境の充

実も求められている。 

こうした状況の変化を踏まえ，一人一人の教育的ニーズに応じた学びの場の整備と，障害の

ある児童生徒と障害のない児童生徒が可能な限り共に過ごすことができる条件整備に取り組

み，インクルーシブ教育システムの一層の推進を図っていく必要がある。また，県立特別支援

学校の狭隘化の解消と，ＩＣＴ教育環境をはじめとした設備等の充実を図り，学習の質・効果

を高めていくことが，ますます重要となっている。 

 

図８ 知的障害特別支援学校平成 28 年度児童生徒数推計と令和４年度までの実績との差 

 
出所：県教育委員会調べ（Ｒ４．５） 
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Ⅳ 整備方針 

 

１ 多様な進路希望を踏まえた，インクルーシブ教育システムの推進に向けた教育環境を

整備する。 

 

２ 特別支援学校設置基準を下回る学校（地域）に対する追加対策と特別支援学校設置基

準を大幅に上回る学校の在り方を踏まえ，今後の狭隘化対策を検討する。 

 

３ 老朽化対策の実施に当たっては，狭隘化の現状を勘案しながら検討する。 

 

４ 地域における特別支援学校のセンター的機能を強化する。 

 

５ 学校の卒業後の生活も見据えた切れ目ない支援に向けて，教育環境を整備する。 
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Ⅴ 教育環境整備計画 

 

１ 教育環境整備（ハード面）の諸対策 

〔完 了〕 

 

 

 

取 組 １ 

小松島支援学校松陵校の設置 

 

 ⑴ 供用開始年度 ： 平成 30 年度 

 ⑵ 設 置 場 所 ： 旧仙台市立松陵小学校（仙台市泉区松陵） 

 ⑶ 対 象 等 ： ①知的障害児童生徒 

                      ②規模：小・中学部 ８学級（30～40 人程度） 

⑷ そ  の  他 ： 地域利活用による学校開放を行う 

取 組 ２ 

西多賀支援学校（病弱）に知的障害を併置 

 

⑴ 供用開始年度 ： 平成 30 年度 

⑵ 設 置 場 所 ： 西多賀支援学校（仙台市太白区鈎取本町） 

 ⑶ 対 象 等 ： ①知的障害児童生徒 

                      ②規模：小・中学部，高等部児童生徒 

               ５学級（15～20 人程度） 

                      ③病弱の小学部・中学部・高等部に知的障害を併置 

 

取 組 ３ 

名取支援学校名取が丘校の設置 

 

⑴ 供用開始年度 ： 平成 31 年度 

⑵ 設 置 場 所 ： 名取市立不二が丘小学校内（名取市名取が丘） 

⑶ 対 象 等 ： ①知的障害児童 

②規模：小学部児童 ５学級（15～20 人） 
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〔新規・継続〕 

取 組 ６ 

校舎等の老朽化対策（視覚支援学校の改築等） 

 

⑴ 視覚支援学校寄宿舎改築 

①供用開始年度 ： 令和２年度 

②設 置 場 所 ： 視覚支援学校（仙台市青葉区上杉） 

 

⑵ 視覚支援学校校舎改築 

①供用開始年度 ： 令和６年度 

②設 置 場 所 ： 視覚支援学校（仙台市青葉区上杉） 

 

⑶ その他  

視覚支援学校以外についても，順次計画的に老朽化対策を進めていく。 

取 組 ４ 

古川支援学校の仮設校舎の増改築 

 

⑴ 供用開始年度 ： 平成 31 年度 

⑵ 設 置 場 所 ： 古川支援学校（大崎市古川飯川字熊野） 

⑶ 内    容 ： ①規模：２～４学級 

取 組 ５ 

小牛田高等学園の仮設実習棟設置（リース） 

 

⑴ 供用開始年度 ： 令和３年度 

⑵ 設 置 場 所 ： 支援学校小牛田高等学園（遠田郡美里町） 

⑶ 内    容 ： 小牛田高等学園の生徒増加に伴う狭隘化解消 

規模 平屋建 約 200 ㎡ ＋渡り廊下 

教室等 ２教室，準教室，トイレ，収納等 

リース期間 令和２年４月１日～ 

（令和２年度に建築し，令和３年度から供用開始） 
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取 組 ７ 

（仮称）秋保かがやき支援学校の新設 

 

⑴ 供用開始年度 ： 令和６年度 

⑵ 設 置 場 所 ： 旧拓桃医療療育センター及び旧拓桃支援学校の跡地 

（仙台市太白区秋保町湯元） 

⑶ 対 象 等 ： ①知的障害児童生徒 

②規模：36 学級（210 人程度） 

③学部：小学部・中学部・高等部（普通科・産業技術科） 

取 組 ８ 

小松島支援学校松陵校への高等部設置 

 

⑴ 供用開始年度 ： 令和７年度（分校供用開始 ： 平成 30 年度） 

⑵ 設 置 場 所 ： 旧仙台市立松陵小学校（仙台市泉区松陵） 

⑶ 対 象 等 ： ①知的障害児童生徒 

                      ②規模：高等部児童生徒 13 学級 80～90 人程度 

 

取 組 ９ 

閉校後の校舎等の活用（古川支援学校） 

 

⑴ 供用開始年度 ： 令和８年度 

⑵ 設 置 場 所 ： 旧大崎市立志田小学校（大崎市古川飯川字熊野） 

⑶ 内    容 ： 隣接する大崎市立志田小学校跡地の活用を検討 

 

取 組 10 

余裕教室の活用 

 

児童生徒数の減少等を背景とした，県立高校や市町村立学校の閉校後の跡地や余

裕教室・空き教室を活用し，特別支援学校の分校等の設置を検討していく。 

 



 

教育環境整備実施計画（ハード面／年次計画）  

目的 年 度 
対 策 

平成 29 年 

 

平成 30 年 

 

令和元年 

 

令和２年 

 

令和３年 

 

令和４年 

 

令和５年 

 

令和６年 

 

令和７年 

以降 

狭 
 

隘 
 

化 
 

対 
 

策
 

取組１【完了】 
小松島支援学校松陵校の設置 

  
      

 

取組２【完了】 
西多賀支援学校に知的障害を併置 

  
      

 

取組３【完了】 
名取支援学校名取が丘校の設置 

 
  

     
 

取組４【完了】 
古川支援学校の仮設校舎の増改築 

 
  

     
 

取組５【完了】 
小牛田高等学園の仮設実習棟設置（ﾘｰｽ） 

  
 

 
 

   
 

取組７【継続】 
（仮称）秋保かがやき支援学校の新設 

    
 

  
  

取組８ 
小松島支援学校松陵校への高等部設置 

      
 

 
 

取組９ 
閉校後の校舎等の活用（古川支援学校） 

       
  

取組 10 
余裕教室等の活用 

     
 

  
 

老
 

朽 
化 
対 
策

 

取組６ 
校舎等の老朽化対策 

視覚支援学校 
寄宿舎の改築 

 
  

 
    

 

視覚支援学校 
本校舎の改築 

     
 

 
  

その他 
     

 
  

 

設 計 ・ 工 事 供用開始 

順次計画的に整備 

供用開始 設 計 ・ 工 事 

工事 供用開始 

工事 供用開始 

工事 供用開始 

供用開始 設計・工事 

設 計 ・ 工 事 

検 討（必要に応じて整備） 

供用開始 

設計・工事 

供用開始 

設 計 ・ 工 事 

設計 

供用開始 



 

２ 教育環境整備（ソフト面）の諸対策 

 

取 組 11 

学習指導要領改訂に伴う教育課程の見直し 

 

⑴ 目的 

学習指導要領改訂に伴い，現在及び将来にわたり必要な資質・能力を児童生徒

一人一人が確実に育む教育を実現するため，教育課程の見直しを図る｡ 

⑵ 内容 

〇 一人一人の教育的ニーズに応じた指導の充実 

障害の重度・重複化，発達障害を含む多様な障害に応じた指導の充実を図る。 

〇 自立と社会参加に向けた教育の充実 

幼稚部，小学部，中学部，高等部段階のキャリア教育や進路指導の充実を図 

る。 

〇 学びの連続性を重視 

各学部や各段階，幼稚園，小・中・高等学校とのつながりを強化し，学びの

連続性を図る。 

〇 交流及び共同学習の推進 

障害のある児童生徒と障害のない児童生徒の交流及び共同学習を計画的・組

織的に行う。 

 

取 組 12 

医療的ケア実施体制の充実 

 

⑴ 目的 

特別支援学校において，医療的ケアを必要とする児童生徒の保護者の負担軽

減，児童生徒の健康の維持・増進及び安全な学習環境の整備を図る。 

⑵ 内容 

〇 医療的ケアを必要とする児童生徒が通学する県立特別支援学校に看護師を

配置し，経管栄養や喀痰吸引等を実施 

〇 児童生徒の健康管理に配慮した学習機会の確保 

〇 巡回指導医及び巡回指導看護師の指導の下，より安全な医療的ケアを実施す 

るための校内支援体制を整備 

〇 県全体の医療的ケア実施体制を把握し，幅広い視野から総括的に指導・助言

を行う看護職員を常勤で配置することで，所属校のみならず，県全体の医療的

ケア実施体制の整備を図る。 

〇 医療的ケア運営会議の開催 

〇 医療，福祉，専門家等との連携，協力を強化 

 



 

 

取 組 13 

特別支援学校のセンター的機能の強化 

 

⑴ 目的 

小・中，高等学校等で学ぶ，障害のある児童生徒への支援を強化するため，支

援を担う特別支援学校の教員の専門性の計画的な養成とともに，特別支援学校

の免許を有する教員の採用を進める。 

⑵ 内容 

〇 地域支援コーディネーター研修の実施 

〇 特別支援教育理解研修会の実施 

〇 管理職研修（小・中学校・高等学校，特別支援学校の校長，教頭等）の実施 

〇 特別支援教育コーディネーターによる未就学児の就学相談への参加 

〇 高等学校における通級による指導の実施に伴う高等学校支援の強化 

〇 福祉，医療，労働等関係機関との連携を強化 

⑶ その他 

視覚支援学校・聴覚支援学校のセンター的機能の強化による，就学前の教育

相談と県内全域にわたる教育支援の充実 

 

 

取 組 14 

複数の障害種による併置化，学科の再編 

 

⑴ 目的 

知的障害以外の特別支援学校の児童生徒数は横ばいかやや減少することが推

測される。このことを踏まえ，知的障害以外の特別支援学校の有効活用や社会

の変化に対応した学科の再編を図る。 

⑵ 内容 

〇 肢体不自由や病弱等の特別支援学校に知的障害の併置や併設を検討 

〇 視覚支援学校，聴覚支援学校の学科の見直しについて検討 

〇 知的障害特別支援学校高等部の就労コースの設置を検討 

 

 

 

 

 

 



 

取 組 15 

インクルーシブ教育システムの推進 

 

⑴ 目的 

障害のある児童生徒と障害のない児童生徒が同じ場で共に学ぶことを追求す

るとともに，個別の教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる，多様

で柔軟な仕組みを整備する。 

⑵ 内容 

〇 「共に学ぶ教育」モデル事業の推進 

〇 特別支援教育システム整備事業（居住地校学習）の質的な充実 

〇 学びの多様性を活かした教育プログラム開発事業の推進 

〇 市町村と連携した特別支援教育における体制整備 

 

取 組 16 

ＩＣＴ環境の整備の推進 

 

⑴ 目的 

ＧＩＧＡスクール構想で進められたＩＣＴ環境の下，教育の質を向上させるた

め，個別最適な学びと協同的な学びの一体的な充実などの新しい学びの実践に向

けた環境を整備する。 

⑵ 内容 

〇 児童生徒１人１台端末の整備をはじめとするＩＣＴ環境の整備 

〇 特別支援学校プログラミング教育の推進 

〇 特別な支援を要する児童生徒に対するＩＣＴ活用教育推進 

〇 病気療養中の児童生徒への同時双方向型学習環境の整備の検討 

 

取 組 17 

給食の安定的な提供 

 

⑴ 目的 

特別支援学校における児童生徒数に応じた提供体制や多様化しているアレル

ギー等への対応について，給食の安定的な供給と安全・安心な提供に向けた環境

を整備する。 

⑵ 内容 

〇 特別支援学校における給食調理業務委託 

〇 所在市町村からの給食提供 

〇 特別支援学校間（本校・分校間等）での親子給食の実施を検討 



 

３ 現時点で着手している学校の整備計画  

 

【教育環境整備（ハード面）】  

【教育環境整備（ソフト面）】  

 

⑧小松島支援学校松陵校の高等部設置 

⑥校舎等の老朽化対策 

（視覚支援学校の改築等） 

⑦（仮称）秋保かがやき支援学校の新設 

〈小学部〉〈中学部〉〈高等部（普通科・産業技術科）〉 

⑨閉校後の校舎等の活用を検討 

（古川支援学校） 

一人一人の教育的ニーズに応じた 

適切な教育的支援 
 

○教育課程の見直し 

○障害の重度化，多様化への対応 
○医療的ケア実施体制の充実 

〇インクルーシブ教育システムの推進 

〇ＩＣＴ環境の整備の推進 

地域における特別支援学校の 
センター的機能の強化 

 

○小・中学校，高等学校等への支援強化 
○特別支援教育コーディネーターの育成 

○高等学校，管理職を対象とした研修会の実施 

○保健，福祉，医療，労働等の関係機関との連携 
 



 

Ⅵ 進行管理 

 

障害のある児童生徒の教育環境を充実させていくためには，本計画の着実な取組が不可欠で 

ある。本計画に記載している検討事項については，ＰＤＣＡサイクルを機能させながら，でき 

るだけ早く具体化していくこととし，本計画の計画期間内での実現を目指していく。 

また，障害のある児童生徒数の今後の推移や，平成３０年度から制度の運用が開始される 

高等学校における通級による指導の状況等も勘案しながら，必要に応じて見直しを行い，適 

切に整備を進めることとする。 

 

 

Ⅶ おわりに 

特別支援学校における学習の質・効果を高めていくためには，設置基準を満たした教育

環境の速やかな整備が必要である。 

特別な支援を要する児童生徒の増加や障害の多様化等，状況の変化を常に注視し，教育

環境の在り方を継続して検討し，市町村等関係機関とも連携を図りながら，必要な整備を

推進していく。 
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